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裁判官の視点で、弁護士の
適切かつスピーディーな訴訟活動をナビゲート！

第1　婚姻・離婚に関する事件

裁判官が説く

家事・人事編

民事裁判実務民事裁判実務の重要論点重要論点
裁判官が説く

民事裁判実務の重要論点

1　婚姻・離婚の無効、取消し／2　婚姻費用、養育費／

3　離婚／4　有責配偶者からの離婚請求／

5　慰謝料請求／6　財産分与／7　年金分割／

8　親権者・監護権者の指定、子の引渡し、保全処分等／

9　面会交流／10　渉外事件／

11　調停に代わる審判

第2　親子関係に関する事件
1　嫡出否認、親子関係不存在

2　認知無効、取消し

第3　養子縁組に関する事件
1　離縁

2　養子縁組無効、取消し

第4　相続に関する事件
1　遺産分割／2　遺留分減殺／

3　祭祀承継／4　特別縁故者

第5　成年後見に関する事件
1　後見開始



9　面会交流【設例 9】

◆解　説
１　面会交流に関する事件の概要

⑴　面会交流の意義

　父母が別居状態にある場合における未成年の子と非監護親との交流は、か

つては「面接交渉」と呼ばれていたが、次第に「面会交流」という呼称が実

務で定着し、平成 24 年 4 月 1 日に施行された民法等の一部を改正する法律

（平成 23 年法律第 61 号）による改正後の民法 766 条 1 項においても「父又

は母と子との面会及びその他の交流」と表記されている。

　面会交流の方法には、大きく分けて、非監護親と子とが直接面会する方法

と、手紙、電話やメールなどを利用して連絡を取り合う方法（総じて「間接

的交流」と呼ばれる。）の 2 つがある。近年、ビデオ通話等のインターネッ

トを利用した様々なコミュニケーションツールが普及しており、間接的交流

の方法は多様化している。

⑵　面会交流の法的根拠

　離婚後の面会交流については、民法 766 条に規定があり、「父母が協議上

の離婚をするときは…（中略）…父又は母と子との面会及びその他の交流…

（中略）…その他の子の監護について必要な事項は、その協議で定める。こ

の場合においては、子の利益を最も優先して考慮しなければならない。」（1

項）、「前項の協議が調わないとき、又は協議をすることができないときは、

家庭裁判所が、同項の事項を定める。」（2項）と定められている。また、離

婚前の面会交流についても、同法 766 条が類推適用されると解されており 1、

面会交流は、離婚の前後を問わず、家事審判事項（家手法別表第二の三）と

なる。

　ところで、民法改正前は、面会交流についての明文の規定がなく、実務上

は、面会交流が改正前の民法 766 条 1 項の「その他監護について必要な事

1　最一小決平成 12・5・1 民集 54 巻 5 号 1607 頁〔28050871〕は、離婚前の面会交
流について前記改正前の 766 条が類推適用されることを明示した。
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しかねない。そのため、間接強制が可能な場合であっても、まずは再調停の

申立てがなされることが多い。

５　面会交流の変更

　面会交流は、長期間にわたって継続して実施されることが予定されており、

その間、子の意思や状況、子と非監護親との関係性の変化によって、既定の

面会方法が子に適さなくなることもあり得る。また、間接的交流を重ねた結

果、子と非監護親との関係が修復され、直接の面会が可能となることも考え

られる。したがって、父母は、実施方法の変更、又は、面会交流の禁止を求

めて、再度、面会交流調停や審判を申し立てることができる（民法 766 条 3

項）。

　その場合、前の調停や審判の後に生じた事情等から、その内容を維持する

ことが子の福祉に反するかどうかを検討し、変更の必要がある場合には、新

たな面会交流の内容を定めることとなる。

（關　隆太郎）
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３　いずれにせよ、家庭裁判所においては、面会交流に関する紛争はまず調

停で扱われ、調停委員会が、家庭裁判所調査官（以下「調査官」という。）

を活用するなどして、当事者とともに面会交流の可否を検討し、面会交流を

禁止又は制限すべき事由がない場合には、面会交流が適切な方法で円滑に実

施されるよう調整を図ることとなり、そこで調整がつかない場合に、審判が

なされるのが通常である。

◆設例に対する回答

１　まず、調停委員会は、子らの年齢、子らや XYの心身及び生活の状況、

子らの意思、子らとX及びXと Yの各関係性等、子らやXYに関する様々

な客観的又は心理的な事実を総合考慮し、Xと子らとの面会交流を実施する

ことで、子らの心身や生活に悪影響が生じるかという観点から、面会交流を

禁止又は制限すべき事由の有無を検討することとなる。そして、そのような

事由がない場合には、どのような方法であれば、子らが Xと楽しく過ごす

ことができ、かつ、継続して円滑に実施できるかという観点から、面会交流

の実施方法を検討することになる。また、子が複数いる場合、個別に面会交

流の可否や方法を検討することとなるが、きょうだい間で面会交流の実施の

有無や方法を異にすることは、きょうだい間に新たな葛藤を生じさせ、その

関係を毀損する可能性もあるから、きょうだい間の関係性も考慮する必要が

ある。

２⑴　設例⑴の場合、例えば子らが、Xの Yに対する DVを見聞きしてい

るために、Xに対して恐怖心を抱き、面会交流を拒否している場合には、面

会交流を実施することで、子らに強い精神的苦痛を与えるおそれがあるから、

基本的に、面会交流を禁止・制限すべきという判断になる。

　そこで、調停委員会は、X及びYの陳述や証拠資料（写真や診断書）、調

査官による子の意思把握調査の結果を踏まえ、Xの Yに対するDVの内容、

それに対する子らの認識の程度、子らと Xとの関係性、面会交流について

の子らの意向や心情等を把握したうえで、面会交流を実施することで、子ら
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9　面会交流

　夫Xと妻Yとは、平成 8年に婚姻し、平成 12 年に長女

A、平成 20 年に長男 Bが生まれたが、Xの不貞が原因で

夫婦関係が悪化して、平成 25 年以降、Yが子らを連れて実家に帰り、

Yの両親（子らの祖父母）と暮らすようになり、別居状態にある。Xは、

別居後、子らと一切面会できていない。

　Xは、平成 26 年、Yを相手方として、離婚調停を申し立てるととも

に、子らとの面会交流を求める調停を申し立てた。

⑵　Yは、子らが Xとの面会を拒否していることを理由に、子らとの

面会交流に応じない意向を示している。Xの申立てはどのように判断さ

れるか。

⑶　XY間で、子らとの面会交流を定める調停が成立し、その後、一時、

子らとの面会交流が行われたものの、その後、Yは、言を左右にして子

らとの面会交流に応じない。Xはどのような方法を採ることができるか。

⑷　⑶の場合において、Yは、Xとの面会交流により、子らが学校を休

みがちとなるなどの悪影響が生じていると考えている。Yは、どのよう

な方法を採ることができるか。

設例9

Basic Information
１　面会交流とは、父母の離婚の前後を問わず、父母が別居状態にある場合

に、未成年の子と離れて暮らす親（非監護親）と子が交流することをいう。

　面会交流については、従前、明文の規定がなかったものの、家事審判事項

であるとの解釈に基づき、父母間で協議が整わない場合に、調停や審判で紛

⑴　Yは、別居前、自分がXからDVを受けていたことを理由に、子

らとの面会交流を拒否している。Xの申立てはどのように判断されるか。
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訴訟遂行上の問題発見のための法律実務家必読書！

◆実務で取り上げるべき判例が的確にわかります！
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